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2023年度「市民防災・減災活動公募助成」事業実施報告書 

団体名  北の国災害サポートチーム      

代表者・役職名 氏名  代表  篠原 辰二   

▼報告書の扱い、および記入にあたっての注意点 

この報告書（精算報告書以外）は、ホームページなどで公開する予定ですので、広く読まれることを想定してご記入ください。また、編集段

階で、表記・表現等を事務局で編集する場合がありますので、あらかじめご了承ください。語尾の表現は「です・ます」調でお願いします。報告

書に掲載するため活動の内容がよくわかる写真（２枚程度。写真の肖像権問題がないものの提出をお願い致します）を添付して下さい。 

 

１．助成プロジェクト名 
 北海道内における災害支援ネットワーク構築事業 

２．団体の概要（創設の経緯、創設時期＝法人で、法人化前に任意団体での活動がある場合、その段階からご記入ください。
会員数など。１８０文字程度まで） 

北の国災害サポートチームは、北海道における災害中間支援組織として 2019 年 10 月に結成しました。2016 年

の台風 10 号災害や 2018 年の北海道胆振東部地震での支援活動において明らかになった課題から、平時には

多様な支援機関との連携構築を進め、災害時の被災者支援活動の環境整備を図ること、またその活動を通じて

培った経験や知見を北海道内外での支援活動に貢献することを目的として活動しています。 

３．プロジェクトの目的とその背景（※応募申請書に記載のものでも可）  ２５０文字程度まで 
当団体では、災害時に支援活動を行う多様な団体・機関との平時からの連携構築・促進と、被災者支援のあり方

に関する普及・啓発を目的とし、様々な関係機関をゲストに招いた研修会や全道域のフォーラムを 2020 年より毎

年開催しています。 

特に北海道内各地の中間支援組織との連携強化に向け、地域特性や各団体の強みを理解し、災害発生時のス

ムーズな支援体制の構築を目指した事業に取り組んでいます。 

４．プロジェクトの内容（※当初予定と変更がない場合は、応募申請書に記載のものでも可） ３００文字程度まで 
【被災者支援の多様な視点を学ぶきたサポ研修会】 

行政・社協職員や NPO のスタッフを含め広く災害時の支援活動に興味・関心のある方を対象に、各回ごとにテー

マ（生業、災害ボランティアセンター、食と栄養）を設け、各分野の支援活動について理解を深め、連携強化を目

指した完全オンラインの研修会を期間中に 3 回実施。 

【ひろがる被災者支援―災害時のコーディネーションを学ぼう】 

申請時は中間支援組織の連携強化が主だったが、行政・社協職員との連携強化の必要性を感じ対象を拡大。各

組織の持つ既存のネットワークを理解するためのワークショップ、災害時のコーディネーションの価値と効果や、

災害時に機能する日常的な連携について学ぶ研修会を期間中に 3 回実施。 

５．プロジェクトの実施で得られた「結果」(OUTPUT。実施回数や参加者数など)、「成果」(OUTCOME。事業によって生まれ

た直接的な変化)、「社会的な変化」（IMPACT。事業が社会に与えた影響）などの『効果』 ３００文字程度まで 
【被災者支援の多様な視点を学ぶきたサポ研修会】 

全 3 回で延べ 113 人が参加。テーマごとに多様な分野からの参加があり、災害ボランティアセンターをテーマとし

た回ではその機能を担う社協職員の参加が多く見られました。また、生業をテーマとした回をきっかけに農協との

つながりができ、災害時の連携を考える意見交換会を実施することができました。 

【ひろがる被災者支援―災害時のコーディネーションを学ぼう】 

全 3 回で延べ 57 人が参加。ワークショップを通して不足するネットワークの洗い出しができたほか、これまで少な

かった道庁・道社協職員や報道機関に所属する記者の参加も得られました。事業を通じて道庁・道社協との協定

締結の話題につながり、今秋開催予定のフォーラムでは官民協働による被災者支援について三者で話し合う時

間を設けることになりました。 



     

６．プロジェクト実施にあたっての課題、今後の展望など ３００文字まで 
申請時に設定した 3 つの目標のうち、被災者支援コーディネーターの増加については達成できたものの、被災者

支援にあたる中間支援組織の増加、会員が所在する地域の拡大については目標数値に届かず微増にとどまりま

した。研修会実施時には、主に道庁・道社協・NPO サポートセンターの協力のもと周知を行ってきましたが、当団

体の北海道内の災害中間支援組織としての認知度が高まっていないことが原因の一つであると考えます。今後

は、道庁・道社協との協定締結に向けた協議や全道域のフォーラムの開催を通して、団体の位置づけを確立させ

るとともに、道民への周知を図っていきます。 

７．参考資料：プロジェクトで作成したチラシ、パンフレットやマスコミで紹介された記事等の現物またはコピー、活動

状況の写真などを、“必ず”、別途、ご提供ください。

 








